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歳入

　市の財政状況とお金の使い道に
ついてお知らせします。

問 財政課　☎ 32 ー 1748

諸収入（5.1％）
18 億 3,887 万円

繰越金（2.0％）
7 億 2,805 万円

（
28.2％

）

（
28.2％

）

市税（17.4％）（17.4％）（17.4％）
62 億 5,38662 億 5,38662 億 5,386 万円

地方交付税
（30.1％）

107 億 8,864107 億 8,864107 億 8,864 万円

国庫支出金国庫支出金国庫支出金（20.9％）
74 億 9,00974 億 9,00974 億 9,009 万円

県支出金（7.6％）
27 億 3,513 万円

地方譲与税（0.9％）
3 億 1,560 万円

市債（7.8％）
27 億 8,980 万円

自主
財

源

依存財源
（71.8％）

分担金・負担金（0.4％）
1 億 2,909 万円

使用料・手数料（0.9％）
3 億 2,272 万円

その他（2.3％）   8 億 3,182 万円

 内　寄附金     6 億 4,244 万円
 訳　繰入金 　  1 億 6,240 万円
 　　財産収入　      2,698 万円

各種交付金（4.6％）

内  利子割
訳  配当割
　  株式等譲渡所得割
　  地方消費税
　  ゴルフ場利用税

　  環境性能割
　  地方特例 
　  交通安全対策特別
　  法人事業税

16億6,894万円
131万円

2,531万円
1,739万円

14億550万円
3,633万円

2,633 万円
　6,615 万円

587 万円
8,475 万円

❶❶

❷❷

❹❹

❸❸

令和４年度

358 億 9,261 万円
前年度比 △ 16 億 9,789 万円

前年度比　　　 　   ＋ 8 億 2,787 万円
市民 1 人当たり　　       299,590 円

（内訳）

　　年度間の財源の不均衡を調整

　財政調整基金　  99億9,978万円

　　市債の償還財源を確保し債務を軽減

　減債基金　　　　 7億3,348万円

　　教育や地域振興など特定の目的のため
　　に積み立てる

　特定目的基金 　 63億9,159万円

171 億 2,485 万円

600

（億円）

400

200

0

市債残高

基金残高

H30 R1 R2 R3 R4

一般家庭での「預貯金」に相当

前年度比  　　 △22億7,387万円
市民1人当たり　　　 905,848円

517 億 7,918 万円

一般家庭での「借金」に相当

　道路整備や公共施設の建設など一時的
に多額の資金が必要な場合に発行。道路
や施設などは長期間利用されるため、世
代間の負担を均衡化させるのが目的です。
　市債残高は、平成29年度以降は熊本地
震からの復旧などの影響で増加傾向でし
たが、令和4年度は新規発行を抑えたこ
とで減少に転じています。

つ
い
に
貯
金
ゼ
ロ

国
保
財
政
は
危
機
的
状
況
に

❶ 市税❶ 市税　�市民税24.7億円、固定資産税30.9
億円、軽自動車税2.4億円

❷ 地方交❷ 地方交付税　普通交付税97.7億円、特
別交付税10.1億円

❸ 国庫支❸ 国庫支出金　国庫負担金40.1億円、国
庫補助金34.4億円

❹ 市債❹ 市債　�旧市町村合併特例事業債12.4
億円、学校教育施設等整備事
業債3.6億円、過疎対策事業債
2.9億円

歳入から歳出を単純に差し引くと16億7,974
万円の黒字ですが、このうち令和 5 年度に繰
り越して使う経費（財源）が 6 億 4,355 万円
あるので、実質的な収支はこのようになります。

実質

10億3,619万円

の黒字
4 4

決算

一般会計
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教育費教育費教育費（10.7％）
36億6,93236億6,93236億6,932万円

総務費（13.0％）（13.0％）（13.0％）
44億4,410万円万円万円万円

土木費土木費土木費（6.7％）
23億59523億59523億595万円

公債費
（13.1％）

44億9,42944億9,42944億9,42944億9,429万円

消防費（3.3％）
11億2,907万円

衛生費（7.4％）
25億1,906万円

農林水産業費（4.2％）
14億3,026万円

商工費（6.3％）
21億4,837万円

議会費（0.6％）
2億630万円

災害復旧費（0.4％）
1億1,717万円

民生費民生費（34.3％）
117億4,898117億4,898万円万円万円

歳出
（目的別）

❹❹

❸
万円

❸
万円

❸

❶❶

❷❷

342 億 1,287 万円
前年度比 △ 22 億 1,057 万円

宇城市の財政は
全ての指標で「健全」な状態です

①～④のうち一つでも次の基準を超えた場合
早期健全化基準 早期健全化計画を策定し、改善努力が必要
財政再生基準　　財政再生計画を策定し、国などが関与して

確実な再生が求められる

宇城市の状況 参考（基準）

比率名 R2
年度

R3
年度

R4
年度

早期健全化
基準

財政再生
基準

① 実質赤字比率 ― ― ―― ― ―― ― ― 12.59 20.00 12.59 20.00 

② 連結実質赤字比率 ― ― ―― ― ―― ― ― 17.59 30.00 17.59 30.00 

③ 実質公債費比率 8.7  9.1 10.4 25.0 35.0 8.7  9.1 10.4 25.0 35.0 8.7  9.1 10.4 25.0 35.0 8.7  9.1 10.4 25.0 35.0 8.7  9.1 10.4 25.0 35.0 

④ 将来負担比率 15.1 22.9 22.7 350.0 15.1 22.9 22.7 350.0 15.1 22.9 22.7 350.0 15.1 22.9 22.7 350.0 

※実質赤字比率・連結実質赤字比率は黒字のため、 
　「－（該当なし）」で表示しています。
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歳出
（性質別）
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人件費（10.9％）（10.9％）（10.9％）
37億2,33937億2,33937億2,33937億2,33937億2,339万円万円万円

繰出金（8.2％）
28億2,535万円

扶助費扶助費扶助費
（23.2％）（23.2％）（23.2％）

79億3,16379億3,16379億3,163万円

公債費
（13.1％）（13.1％）（13.1％）

44億9,42944億9,42944億9,429万円普通建設事業費
（12.4％）（12.4％）（12.4％）

42億2,99942億2,99942億2,999万円万円万円

災害復旧事業費（0.3％）
1億1,717万円

維持補修費（1.4％）
4億6,467万円

積立金（1.2％）
4億19万円

投資・出資金・貸付金（1.0％）
3億3,537万円

物件費物件費物件費
（14.0％）（14.0％）（14.0％）

47億9,49647億9,49647億9,496万円

補助費など補助費など補助費など
（14.3％）（14.3％）（14.3％）

48億9,58648億9,58648億9,586万円
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基金残高の推移

（万円）
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国民健康保険特別会計

目
的
別

❶ 総務費❶ 総務費　�本庁舎大規模改修工事費5.6億円、
バス運行対策費補助金1.4億円

❷ 民生費❷ 民生費　�私立保育所運営費関連負担金19.4
億円、障害福祉サービス等給付費
17.4億円

❸ 教育費❸ 教育費　�小川中学校校舎等改築工事費6.2億
円、松橋総合体育文化センター大
規模改修工事費3.6億円

❹ 公債費❹ 公債費　�市債元金償還金43.5億円、市債利子
1.4億円

性
質
別

1 扶助費　1 扶助費　電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給
付金3.3億円、住民税非課税世帯等臨時特別
給付金1.8億円

2 普通建設2 普通建設事業費　応急仮設住宅・みんなの家移転業
務委託料2.4億円、不知火小学校屋内運動場
改築工事費1.7億円

3 物件費3 物件費　�プレミアム付商品券業務委託料7.5億円、ワ
クチン接種体制構築運用業務委託料2.4億円

4 補助費な4 補助費など　物価高騰対策商品券事業負担金10.9
　　　　　 億円
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